
















































()4  standing は「当事者適格」と訳されたり，カタカナ書きで「スタンディング」と











































（public rights of action）を認めている。すなわち，法人としての（corporate），統
治主体としての（institutional），行政主体としての（administrative），市民の代理
としての（substitute），それである」Seth Davis, Implied Private Rights of Action 
114 COLUM. L. REV. 1, 17 (2014)との見解に依拠した分類である。なお，GREGORY C. 




きる」としており，Connecticut ex rel. Blumenthal v. Cahill, 217 F.3d 93, 97 (2d Cir. 
2000)は，連邦裁判所において州が原告になって提起する訴訟を，財産訴訟，主権訴
訟，国父訴訟（私人代理訴訟）に分類している。
















は，Georgia v. Brailsford, 2 U.S. (2 Dall.) 402 (1792)等により認められた
し，合衆国については，Dugan v. United States, 16 U.S. (3 Wheat.) 172, 
181 (1818)が，議会制定法なしに合衆国が訴訟を提起できないとする考え
を明確に否定し，合衆国は契約の特定履行や契約違反にかかる損害賠償
を求める権利を有することを認め，Cotton v. United States, 52 U.S. (11 
How.) 229, 231 (1850)は，法人としての主権国家は，契約を締結したり，
財産を所有することができ，これについての訴訟を提起することができる
として，合衆国が国有地の立木を伐採取得した者に対する不動産侵害訴訟
を提起することを認容している。また，United States v. San Jacinto Tin 




（Federal Debt Collection Procedures Act, 28 U.S.C. §§ 3001‒08），医療支
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United States v. Lahey Clinic Hosp., Inc., 399 F.3d 1 (1st Cir. 2005)は，合
衆国が，不要な検査をした医療機関を相手に，メディケア法（42 U.S.C. 
















































()10  このような場合の他，合衆国銀行に対する州政府の課税の可否が争われたOsborn 
v. Bank of the United States, 22 U.S. (9 Wheat.) 738 (1824)のように，主権にかかる
問題を財産に係る訴訟の形で争うことができる場合もある。




　【２】NLRB v. Arizona, No. CV 11-00913-PHX-FJM, 2011 WL 4852312 (D. 
Ariz. Oct. 13, 2011)
　　アリゾナ州憲法改正により，「連邦法が労働者代表の選挙，指名又は承認
（elections, designations or authorizations）を許容若しくは要求している場
合」に秘密投票を保障した条項が設けられた。これに対して，全国労働関係
法により労働者が労働組合を労働者代表とすることを自動承認（voluntary 











　【３】NLRB v. Nash-Finch Co., 404 U.S. 138 (1971)
　　労働組合が，全国労働委員会に不当労働行為の申立てをしたところ，会社
側はネブラスカ州裁判所に争議行為に対するインジャンクションの申立てを

























()11  NLRB v. Nash-Finch Co., 404 U.S. 138, 142 (1971).































　【６】Missouri v. Holland, 252 U.S. 416 (1920)
　　この事件は，ミズーリ州が，渡り鳥の狩猟，捕獲，販売等を原則として禁
止した渡り鳥条約法（Migratory Bird Treaty Act）及び同施行令は，州の留
保権限にかかる憲法の規定に違反し，州の主権を侵害しているとして，合衆















()12  Mississippi v. Johnson, 71 U.S. (4 Wall.) 475, 499 (1867).



















　【８】South Carolina v. Katzenbach, 383 U.S. 301 (1966)
　　この事件は，サウスカロライナ州が，1964年投票権法（Voting Rights Act 
of 1965）の諸規定が連邦憲法に違反する旨の宣言的判決と，法務総裁が当該
規定を執行することの差止めを求めたものである。同法は，投票における人
()13  Davis, supra note 6 at 20 n.90. David P. Currie, The Constitution in the Supreme 
Court: 1921‒1930, 1986 DUKE L. J. 65, 125も同趣旨をいう。










ないという見解もある（15）。さらに，最高裁判所は，Oregon v. Mitchell, 400 






　【９】Virginia ex rel. Cuccinelli v. Sebelius, 656 F.3d 253 (4th Cir. 2011)
　　この事件は，バージニア州が，合衆国保健福祉長官を相手に，適切な医療
保険に加入していない納税者を罰金の対象とする旨の受診者保護及び医療費
負担適正化法（Patient Protection and Affordable Care Act）の規定（以下，
「加入義務規定」という。）は違憲であり，新たに制定されたバージニア州医
()14  Henry P. Monaghan, Constitutional Adjudication: The Who and When, 82 YALE 
L. J. 1363, 1382 (1973); Alexander M. Bickel, The Voting Rights Cases, 1966 SUP. CT. 
REV. 79, 86‒87. 
()15  Ann Woolhandler & Michael G. Collins, State Standing, 81 VA. L. REV. 387, 492 
(1995). 
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義務を課すものではない。また，Bowen v. Public Agencies, 477 U.S. 41, 50 
n.17 (1986)のように州に直接の負担をかけるものでも，New York v. United 
States, 505 U.S. 144 (1992)のように，州の執行官に職務遂行を迫るものでも，










　【10】United States v. California, 332 U.S. 19 (1947)

























































のであり，Pennsylvania v. Kleppe, 533 F.2d 668, cert. denied, 429 U.S. 977 
(1976)や State of Iowa ex rel. Miller v. Block, 771 F.2d 347 (CA8 1985), cert. 













































かし，2010年改定モデル州行政手続法 REVISED MODEL STATE ADMINISTRATIVE 


























()21  2 CHARLES H. KOCH, JR. & RICHARD MURPHY，ADMINISTRATIVE LAW AND 
PRACTICE§ 5:70 (3d ed. 2010). なお，本稿では記述の便から３類型の順番を同書と入
れ替え，⑴～⑶の名称を付けた。






































()23  Id. 









する方法が取られた（例：FTC v. Standard Education Society, 14 F.2d 947 (7th Cir. 
1926)など )。後に，委員会が命令の是認と執行を求める訴訟を提起すると，裁判所
は命令を是認した上で，命令違反にかかる事実認定を委員会に付託する（例：FTC 
v. Balme, 23 F.2d 615 (2d Cir. 1928), FTC v. Herzog, 150 F.2d 450 (2d Cir. 1945)など）
ようになり，さらに，委員会が前もって違反事実の認定を行った上で執行命令の申立
てを行うことを許容するようになった（例えば，FTC v. Washington Fish & Oyster 
Co., 271 F.2d 39 (9th Cir. 1959)において，委員会が排除命令違反の正式手続による調
査を行ったことにつき，裁判所は，委員会にこのような調査をする権限があり，正
式手続による調査で作成された記録に基づき執行命令を発することができると判示
した）。これらについては，LOUIS JAFFEE，JUDICIAL CONTROL OF ADMINISTRATIVE 
ACTION 296 n.134 (1965)を参照。
















()26  FTC. v. Fairyfoot Products Co., 94 F.2d 844 (7th. Cir, 1938). ただし，7 U.S.C. 
§ 194(g)のように，長官による命令に対する私人側からの司法審査訴訟におい
て，裁判所が命令を是認した場合（修正の上で是認を含む），その判決はインジャ
ンクションとみなされる旨を規定している場合は，別である。Excel Corp. v. U.S. 
Department of Agri., 397 F.3d 1285 (10th Cir. 2005)では，命令が修正の上，是認さ
れて，命令が執行（enforce）された。
()27  FTC v. Ruberoid Co., 343 U.S. 470 (1952).
()28  「命令は，本裁判所によって施行されれば（implemented），インジャンクションと
なる」NLR.B v. Ochoa Fertilizer Corp., 283 F.2d 26, 29 (1st Cir. 1960) 。
()29  例えば，FTC v. Hobken White Lead & Color Works, 67 F.2d 551, 554 (2d. Cir. 
1933)は，裁判所の発した執行判決に従わなかった場合，裁判所固有の処罰権限
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
に基
づき，裁判所侮辱に処される旨をいう（強調春日）。


















()30  FTC v. Henry Broch & Co., 368 U.S. 360 (1962).
()31  例えば，労働組合が組合非加入労働者に対する差別や労働基本権侵害行為の禁止
を命じた委員会命令の執行判決に違反したとして，裁判所侮辱の申立てがなされた






()32  RONALD L. GOLDFARB, THE CONTEMPT POWER 1 (1963).





















































辱は「通常の意味における犯罪」（crime in the ordinary sense）とみなさ
れており（34），わが国には間接的刑事裁判所侮辱にあたる制度は存在しない。
()34  Bloom v. Illinois, 391 U.S. 194, 201 (1968).








































































判所に裁判所侮辱により執行するように求めることができる」NLRB v. Express 
Publishing Co., 312 U.S. 426, 433 (1941).
()36  例えば，Cascade General v. NLRB, 9 F.3d 731 (9th Cir. 1993)（全国労働関係委員
会の命令に対して，相手方が司法審査の申立てをし，委員会が執行を求める反対申
立てをして，執行が認容された事例），NLRB v. Local 450, Tel Union of Operating 
Engineers, 275 F.2d 413 (5th Cir. 1960)（労働組合が違法に組合員の雇用を強要した
として排除命令が出され，委員会が裁判所に命令執行の申立てをして，それが認容さ
れた事例）などがある。




4 4 4 4 4 4
，修正し，修正の上で執行し









4 4 4 4 4 4
，修正し，修正の上で執行
















































　なお，15 U.S.C. § 45(c)は，委員会の命令に対する司法審査につき規定
し，そこで，控訴裁判所は「委員会の命令を是認し，修正し，取消し，及
びそれが是認される限りで当該命令を執行する判決を下す権限を有する」





示した）。United States v. Vitasafe Corp., 212 F. Supp. 397 (S.D.N.Y. 1962)（被告が






























()39  United States v. Standard Distributors, Inc., 267 F. Supp. 7 (N.D.Ill. 1967).
()40  例えば，United States Department of Justice v. Daniel Chapter One, 89 F. Supp. 












()41  例えば，United States v. Reader’s Digest Ass’n, Inc., 494 F. Supp. 770 (D.C.Del. 
1980) （出版社が，雑誌等の販売に際し，小切手，現金，新車権利書などのくじを付


























()43  temporary restraining order：民事訴訟における仮の救済で，暫定的インジャンク
ションの審尋が行われるまでの間，現状を維持しておくために，相手方当事者へ告知
等をすることなく発せられるもの。ただし，その効力は短期間に留まる。
()44  preliminary injunction：民事訴訟における仮の救済で，相手方当事者への告知と
意見陳述の機会の付与の後に発せられ，本案判決に至るまで効力を有するもの。















()45  例えば，FTC v. Ross, 897 F. Supp. 2d 369 (D.Md. 2012)（委員会が，スケアウェア
（Scareware。ウエブサイト上で偽の警告を発し，偽のウィルス対策ソフトをインス




























()46  Note, Protecting the Public Interest: Nonstatutory Suits by the United States, 89 
YALE L. J. 118, 124‒125 (1979).
()47  Id. at 125. なお，連邦裁判所がコモン・ローに基づく刑事裁判管轄権を有しない
（連邦におけるコモン・ロー上の犯罪は認められない）ことを確立したUnited States 
v. Hudson & Goodwin, 11 U.S. (7 Cranch) 32 (1812)は，法への服従を確保すること
により公益を達成するための訴権を創設することは，裁判所ではなく，議会の役割
であることを示唆したものであるとみなすべきであるとの見解があった Edward A. 
Hartnett, The Standing of the United States: How Criminal Prosecutions Show That 
Standing Doctrine Is Looking for Answers in All the Wrong Places, 97 MICH. L. REV. 
2239, 2255 (1999). このような考えによれば，行政権限を遂行するために，個別法の明
文で認められていない訴権（黙示的訴権）を，裁判所が認めることは，権力分立に反
するもので，妥当ではないということになる。
()48  Davis, supra note 6 at 21.























()49  Hughes v. United States, 71 U.S. (4 Wall.) 232, 236 (1866).
()50  United States v. San Jacinto Tin Co., 125 U.S. 273 (1888).
()51  United States v. Am. Bell Tel. Co., 128 U.S. 315, 367 (1888).














てトラックを路上に放置することの禁止を求めた事例（Borough of Stamford 







めたU.S. v. San Jacinto Tin Co., 125 U.S. 273 (1888)や詐欺により取得された






―  101  ―
政府による除去の対象となるし，それに対してインジャンクションが求めら
れた先例もある。例えば，Coosaw Min. Co. v. South Carolina, 144 U.S. 550, 















































()55  United States v. City of Philadelphia, 644 F.2d 187, 209 (3d Cir. 1980)，Davis, 
supra note 6 at 21，SISK, supra note 6 at 509.
()56  In re Debs 判決に類すると思われるものとしては，United States v. Brand 
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　【16】Sanitary Dist. of Chicago v. United States, 266, U.S. 405 (1925)





び⑵ due process of law によることなく，「国家の行為」（‘state action’）を通じて行
われている財産権侵害を正す権限を有しているので，本件における連邦政府の原告適
格は認められるべきであると判示した），United States v. City of Shreveport, 210 F. 




()57  Note, supra note 46 at 122‒127 (1979).







　【17】Wyandotte Transportation Co. v. United States, 389 U.S. 191 (1967)
　　この判決は，合衆国が，過失により沈没した船舶の所有者等に対して，撤
去の義務を負うことの確認を求めた事件（United States v. Cargill, Inc.）と，
合衆国自身が撤去した沈没船につき，これが過失による沈没であるとして，















()58  United States v. Cargill, Inc., 367 F.2d 971 (1966).
























()59  Wyandotte Transportation Co. v. United States, 389 U.S. 191, 201‒02 (1967).
()60  本文であげたものの他，United States v. Republic Steel Corp., 362 U.S. 482 (1960)




対し，その差止めを求め，それが一部認容されたBabcock v. U.S., 9 F.2d 



















()61  【17】の訴訟につき，United States v. City of Philadelphia, 644 F.2d 187, 216 n.14 
(3d Cir. 1980)やOliver A. Houck, Rising Water: The National Flood Insurance 
Program and Louisiana, 60 TUL. L. REV. 61, 151 n.527 (1985)は，行政権限遂行のた
めの訴訟であると解するが，Davis, supra note 6 at 35 は財産権主体としての合衆国
による訴えと解するべきであるとする。






旅客運送をしていた者を相手に，国立公園局長（Director of the National 
Park Service）から許可証を得ることなく旅客運送をすることの差止めを，





























使の差止め（a declaration that … patent be denominated “permanently 












　【20】Fla. Dep’t of Business Regulation v. Zachy’s Wine & Liquor, Inc., 125 
F.3d 1399 (11th Cir. 1997)
　　この事件は，フロリダ州が，Webb-Kenyon Act（27 U.S.C. § 122. 州による
酒類規制を保護するため，移入州における酒類規制に違反するような酒類の
受領，所有，販売等を意図してなされる，州間の酒類移入を禁止した連邦法）




















()63  同じく Cort v. Ash 判決の４要素をあげて，行政権限遂行にかかる黙示の政府
訴権を否定したものとして，United States v. Parish of St. Bernard, 756 F.2d 1116 
(5th Cir. 1985)（合衆国が，ルイジアナ州の地方公共団体を相手に，全国洪水保険法
（National Flood Insurance Act）に基づく全国洪水保険プログラム上の義務を履行す
べき旨のインジャンクションの発給を求めたが，裁判所は黙示の政府訴権を否定した
事例）がある。


















桟橋は1899年港湾利用法（River and Harbors Appropriation Act of 1899）
における障害物に該当するとした上で，同法12条は，合衆国が違法な構
()64  まさに，このようなことが問題となった事例としてUnited States v. Lane Labs-
USA Inc., 427 F.3d 219 (3d Cir. 2005)がある。この事件で，第３巡回区控訴裁判所は，
連邦食品医薬品化粧品法 (Federal Food, Drug, and Cosmetic Act)の管轄権に関する
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造物につき，インジャンクションにより除却を求めることができると規定
し，合衆国自らが除却をして，費用を請求することを認めた規定はないもの
の，United States v. Republic Steel Corp., 362 U.S. 482 (1960)やWyandotte 









（25 U.S.C. § 2713所定）あるいはインディアン賭博規制法（Indian Gaming 
Regulatory Act），ジョンソン賭博機器法（Johnson Gambling Devices Act），
組織犯罪取締法（Organized Crime Control Act）に基づく刑事罰によるべ
































()65  Davis, supra note 6 at 23は，私人代理訴訟にかかる「判例法における結論は，奇
怪とまではいえないにしても，すっきりしているとは言い難い」としているが，まさ
にその通りであるように思われる。
























()66  Davis v. Federal Election Comm’n, 554 U.S. 724, 733 (2008).
()67  Allen v. Wright, 468 U.S. 737, 751 (1984).
()68  Bennett v. Spear, 520 U.S. 154, 162 (1997).












()69  ①～③の分類はERWIN CHEMERINSKY, FEDERAL JURISDICTION 89‒95 (7th ed. 2016)
によった。
()70  例えば，Eisenstadt v. Baird, 405 U.S. 438 (1972)（医師又は薬剤師による既婚者に
対する交付以外の避妊具の交付を重罪とするマサチューセッツ州法に違反して起訴さ
れた被告は，個人が避妊具を入手・使用する権利について主張することができる）。

































()73  Allen v. Wright, 468 U.S. 737, 751 (1984).




()75  Havens Realty Corp. v. Coleman, 455 U.S. 363, 374 (1982).
()76  PETER L. STRAUSS, ADMINISTRATIVE JUSTICE IN THE UNITED STATES 430 (3d ed. 
2016) 。
()77  United States v. Windsor, 570 U.S. 744, 757 (2013).


























supra note 69 at 95のであって，例えば，政府が公益を擁護するために提起する訴訟
が，一般的苦情に該当するとみなされるわけではない。





















()79  曽和俊文「経済規制行政における行政調査の法的統制 （1）」法学論叢109巻３号
（1981年）51～53頁は，行政機関の発する召喚令状を裁判所が執行するという制度が，
In re Pacific Ry. Comm’n, 32 F.2d 241 (C.C.N.D. Cal. 1887)で「事件又は争訟」性を






























()80  Warth v. Seldin, 422 U.S. 490, 511 (1975).





の結果に利害関係を有し「被告の適切な反対当事者となる」（to serve as 














()81  Hunt v. Washington State Apple Advertising Comm’n, 432 U.S. 333, 343 (1977).
Friends of the Earth, Inc. v. Laidlaw Environmental Services (TOC), Inc., 528 U.S. 
167, 181 (2000), International Union, UAW v. Brock, 477 U.S. 274, 282 (1986)も参照。
()82  自制的な考慮要素であるから，議会は法律でこれを覆すことができるUnited Food 
& Commercial Workers Union Local 751 v. Brown Group, Inc., 517 U.S. 544, 557‒58 
(1996)を参照。
()83  United Food & Commercial Workers, 517 U.S. at 555‒57. 
()84  International Union, UAW v. Brock, 477 U.S. at 287. 


























()85  Warth v. Seldin, 422 U.S. at 515‒16. 
()86  International Union, UAW v. Brock, 477 U.S. at 290. 






















()87  国父訴訟の起源とアメリカにおける展開については，Alfred L. Snapp & Son, 
Inc. v. Puerto Rico ex rel. Barez, 458 U.S. 592, 600 (1982)，Hawaii v. Standard Oil 
Co., 405 U.S. 251, 257 (1972)，G. Curtis, The Checkered Career of Parens Patriae, 25 
DEPAUL L.REV. 895, 896 (1976)を参照。








ると指摘している（89）。最高裁判所は，Hawaii v. Standard Oil Co., 405 U.S. 
251 (1972)において，国父訴訟はアメリカにおいて著しく拡大されること
となったとし，このような傾向は① Louisiana v. Texas, 176 U.S. 1 (1900)
に始まったとした上で，国父訴訟の例として，②Missouri v. Illinois, 180 
U.S. 208 (1901)，③Kansas v. Colorado, 206 U.S. 46 (1907)，④Georgia 
v. Tennessee Copper Co., 206 U.S. 230 (1907)，⑤ People of State of 
New York v. New Jersey, 256 U.S. 296 (1921)，⑥ Pennsylvania v. West 









()88  Mormon Church v. United States, 136 U.S. 1, 57 (1890).
()89  Snapp, 458 U.S. at 600. 
()90  Hawaii, 405 U.S. at 254. 
()91  Louisiana v. Texas, 176 U.S. 1, 19 (1900).
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()92  Missouri v. Illinois, 180 U.S. 208, 241 (1901).
















る。このような場合に該当すると思われる事例としては，United States v. Arlington 
County, 326 F.2d 929 (4th Cir. 1964)（法律の根拠なしに，合衆国には海軍軍人に対
する動産財産税賦課を争う利益があると認めたが，この際，このような状況におい
ては，当該個人は政府の保護のもとに置かれているといえるので，個人が訴訟を提
起しうるとしても，政府による訴訟は妨げられないとしている），United States v. 
Brittain, 319 F. Supp. 1058 (N.D. Ala. 1970)（戦争権限を理由に，法律の根拠なし
に，軍人に対して異人種間婚姻禁止法の執行を差し止める訴えを提起する資格を合衆
国に認めた）。これに対して，United States v. County School Bd. of Prince George 
















　【23】United States v. Raines, 362 U.S. 17 (1960)









合衆国の戦争権能に悪影響を与える証拠はないとした id. at 104‒105），United States 



























()94  Davis, supra note 6 at 40. 
()95  このような例としては，雇用機会均等委員会が雇用者を相手に被用者のために提起
する差別解消訴訟42 U.S.C. § 2000e-5(f)(1)，全国労働関係委員会が労使関係に関する
命令を執行するために裁判所に対してする申立て29 U.S.C. § 160(e)などがある。
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広く認められてきた。例えば，





















　【25】Alfred L. Snapp & Son, Inc. v. Puerto Rico ex rel. Barez, 458 U.S. 592 
(1982)
　　この事件は，プエリトリコ準州が，バージニア州のりんご生産者が外国人















































　【26】People v. 11 Cornwell Co., 695 F.2d 34 (2d Cir. 1982), vacated in part, 
718 F.2d 22 (2d Cir. 1983)
　　この事件は，ニューヨーク州知的障害発達障害局（Office of Mental 
Retardation and Developmental Disabilities）が知的障害者用地域居住施設
（community residence）として利用するために，不動産を購入しようとした
ところ，居住者が組合を結成して，それを妨害したため，これは，州が知的
()96  Davis, supra note 6 at 23‒24. 























()97  People v. 11 Cornwell Co., 695 F.2d 34, 40 (2d Cir. 1982).
()98  ①準主権的利益，②州民のかなり相当の部分に加えて，③私人による司法救済の
困難さの要件が認められるとして，国父訴訟を認めたものとして，Massachusetts v. 
Bull HN Information Systems, Inc., 16 F. Supp. 2d 90 (D. Mass. 1998).























()100  Massachusetts v. Mellon, 262 U.S. 447, 485‒86 (1923).
()101  Virginia ex rel. Cuccinelli v. Sebelius, 656 F.3d 253, 269 (4th Cir. 2011).
()102  Davis, supra note 6 at 24. これにつき， CHEMERINSKY, supra note 69 at 124は，「訴
訟コストが膨大であり，憲法上の権利の保護が不可欠な社会において，政府に市民の
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アメリカ連邦裁判所における政府の訴権















懲役等を科すこととした18 U.S.C. § 241及び，法令等の外観の下，体色や人
種等を理由に憲法や法律により保護された権利等を侵害し，処罰・制裁等で
差別的扱いをした場合，1000ドル以下の罰金又は１年以下の懲役等に処する
とした18 U.S.C. § 242の刑罰規定を根拠として，インジャンクションによる
救済が認められるかについては，議会の意図により決せられるべきである。




は，Larry W. Yackle, A Worthy Champion for Fourteenth Amendment Rights: The 
United States in Parens Patriae, 92 NW. U. L. REV. 111, 141 (1997).




















()103  Pennsylvania v. Porter, 659 F.2d 306, 316 (3d Cir. 1981). ただし，Connecticut v. 




Retirement Income Security Act）の民事訴訟条項（29 U.S.C. § 1132(a)(3)）に基づ
いて求めた訴訟）で，第２巡回区控訴裁判所は，州は事実上の損害を被っていないの









収容者の権利法」（Civil Rights of Institutionalized Persons Act, 42 U.S.C. 














()104  United States v. Solomon, 563 F.2d 1121 (4th Cir. 1977), United States v. Mattson, 
600 F.2d 1295 (9th Cir. 1979).





















































89頁注()28も，In re Debs 判決などは「いずれも１世紀ほど前の判例であり，現在ど
こまで妥当するのかについては検討の余地がある」としている。
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